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本論文の目的は、教育課程経営の視点から、小学校における組織的な授業研
究の推進要因を、教師の側から明らかにすることである。 
 
序章では、本論文の目的と問題意識を示し、先行研究の整理を行った。その
上で、本論文で明らかにすべき課題と方法を提示した。 
授業研究は、日本の教育の質の高さをもたらすものとして海外からも評価さ
れ、今日においても教師たちの協同的な学習機会として取り組まれている。今
日、組織的な授業研究への取り組みはさらに期待度を増している状況がある。
しかし一方、授業研究には、形式化・形骸化し、教師の授業力量向上に貢献し
ていない、学校改革や学校づくりと結び付いていないという批判もみられる。
ここには、授業研究が、日々の授業における困難や課題を教師間で共有し、解
決していこうとする組織的な学びにはなっていないという問題がある。また、
教師の授業力量の向上については、単発の授業研究ではなく、継続的な取り組
みによってこそ可能である。そのためには、教師が相互に学び合い、高め合う
組織づくりが必要となってくる。 
そこで、学校における組織的な授業研究の推進要因は何かという問題意識を
もとに、先行研究を分析した。結果、授業研究の推進過程において、どのよう
な要因が生起し、結び付き、組織的な授業研究の推進を支えているかという全
体像を明らかにすること、教師側からの授業研究の推進要因を明らかにするこ
とが必要であることが分かった。授業研究を推進するのは教師であり、その主
体である教師の側から推進要因を明らかにすることは、教師が相互に学び合い、
高め合う組織づくりを進めていく上で極めて重要である。 
これらを踏まえ、教育課程経営の視点から授業研究を推進する要因の全体像
を明らかにすることを本論文の中心的な研究課題とした。そして、この課題に
アプローチするために、第 1 章では、教育課程経営の視点から授業研究の推進
要因をとらえることの重要性について、第 2 章では、教師の授業力量向上と授
業研究との関係について、第 3 章では、企業における学習する組織論からみた
授業研究の特徴や学習する組織論を授業研究に導入することの限界について検
討した。さらに、第 4 章では、教員組織の状況と授業研究の成果・課題との関
係を明らかにするための量的調査を実施し、授業研究の推進要因に関する仮説
を析出した。その上で、第 5 章では、第 4 章で析出した仮説をもとに 3 つの公
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立小学校を対象とした事例研究による質的調査を実施した。そして終章では、
第 5 章で得られた結果を、教育課程経営の視点から考察し、本論文の結論を導
き出した。 
 
第 1 章では、教育課程経営の視点から授業研究の推進要因をとらえることの
重要性を明らかにするため、教育課程経営の歴史と概念、さらに教育課程経営
研究における授業研究の位置を検討した。 
教育課程経営には、教育課程の編成・実施・評価に必要な条件整備活動を校
長と教師集団が中心になり、自主的・創造的に行うという立場と、学校の教育
目標により教育課程を管理する教育課程の目標管理という立場がある。 
本論文では、前者の高野桂一・小泉祥一の考え方に立脚し、授業研究は教育
課程経営の重要な一部であり、校長や教頭、教師集団が主体的・協同的に取り
組む活動ととらえた。 
教育課程の目標管理の一環として行う授業研究ではなく、校長と教師集団が
主体となって行う授業研究、つまり教育課程経営の立場から授業研究を見つめ、
組織的な授業研究を推進する要因を教師の側から検討し、明らかにすることは、
これからの学校における教育課程経営のあり方を考える上でも極めて重要であ
る。 
本論文は、教育課程経営の視点から組織的な授業研究の推進要因を、教師の
側から明らかにしようとするものであり、ここに本論文の独自性がある。 
 
第 2 章では、教育課程経営における教師の授業力量向上と授業研究との関係
について検討した。 
 授業研究は、本来、「教材研究→授業実践→授業の検討→授業改善・次の実践」
というプロセスを持ち、経験や年齢の異なる教師によって組織され、実施され
る。このことから、授業研究は、教師たちに、実践に基づく省察の「過程」と
「場」を提供し、対話による同僚教師の「協同的な省察」を通じて、暗黙知を
含む実践的知識を言語化し、共有していくことを可能にする。そして、その継
続的な取り組みが授業力量向上につながる。このような授業研究と教師の授業
力量向上との関係は、教育課程経営の実施経営過程においては、学年・教科別
教師集団及び各教師が中心的主体であるという教育課程経営の考え方に立脚し
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てこそ成立する。 
また、教育課程経営の視点から、学校における授業研究の今日的課題を検討
した。結果、ベテラン教師の大量退職に伴う若手教師の増加、数年で教師の 35％
以上が入れ替わる自治体が多くあるという問題を背景に、教師が相互に学び合
い、高め合う組織づくりをいかに行っていくか、その教育課程経営をどのよう
に進めていくかという課題が浮き彫りになった。これら課題の提示により、教
育課程経営の視点から、組織的な授業研究の教師側の推進要因を明らかにする
ことの意義と重要性が確認された。 
 
第 3 章では、企業における学習する組織論をもとに、授業研究の特徴や学習
する組織論を授業研究に導入することの限界を検討した。 
まず、学校における授業研究は、企業経営における組織論的アプローチと似
ているところもあることから、その検討を行った。両者はその方法論において
外形的類似性を持ち、授業研究にとって示唆的な面もある。しかし、学校にお
ける授業研究は、目の前の子どもたちの学習の深まりや発達を第一義に、日々
の授業改善や授業力量向上をめざして行われるものであり、企業経営における
学習の目的とは異なる。また、学校において子どもを指導するということは、
教室で、毎日一緒に過ごす子どもたちを対象に、一人ひとりの事情に配慮した
授業を行うということであり、顧客が会社の外にいて、標準化された商品を製
造する企業とは異なる。そのため、授業実践において表出された様々な事実を
教師の協同的な省察を通じて学び合うという授業研究の方法も、個々の子ども
たちの学習が成立することを前提に実施される。このようなことから、企業に
おける学習する組織論をそのまま授業研究に適用するには無理があり、そのこ
とを踏まえ、学校の組織特性や学校における授業研究の位置を明らかにした。 
 
そして、第 4章、第 5章においては、組織的な授業研究の教師側の推進要因は
何であるかを明らかにするために、量的調査と質的調査による実証的研究を行
うこととした。 
まず、第 4 章では、学校における教員組織の状況と授業研究の成果・課題と
の関係について、全国の公立小学校(無作為 5％)を対象に、質問紙による調査を
行った。 
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実施時期は、平成 24年 6月～8月、配布数は 1078通。回答はすべての都道府
県から得られ、回収数は 388通（回収率：36%：質問紙回答 361通、Web回答 27
通）であった。最大の回収率の都道府県は 72.7％、最小の回収率の都道府県は
13.6％であった。有効回答数は 386通であった。 
本調査では、以下の 4点を明らかにすることを目的とした。 
① 授業研究の実施状況、目的、成果、課題の全体像を把握する。 
② 授業研究による成果と課題に対して、教員組織の状況および授業研究の目的が
与える影響を明らかにする。 
③ ミドルリーダーと授業研究の成果との関係を明らかにする。 
④ 以上の統計的分析に基づき、組織的な授業研究の推進要因に着目し、第 5
章の質的調査のための仮説を析出する。 
 
分析の結果、以下のことが明らかになった。 
① 授業研究は、全国の公立小学校で、組織的かつ計画的に実施され、その目
的は、教師の指導力向上とともに、学び合う教師集団の形成や教師間のコミ
ュニケーションの向上などの教員組織の改善・向上にあること。 
② 教師間のコミュニケーションが円滑な学校においては、授業研究を通じて
学び合おうとする雰囲気や向上心が高く、授業力量の向上や授業改善が試み
られ、新たな指導方法や教材の開発とその共有がなされていること。 
③ 協同的な授業研究や新たな指導方法の開発などの取り組みについては、教
師の学習意欲を持続させ、授業研究を通じて得た研究成果の蓄積や発展を促
進する可能性があること。 
④ 授業研究の最も大きな成果は、教師の授業力量向上とともに、教師の学び
合いやコミュニケーションの向上などの教員組織の改善・向上にあること。 
⑤ 授業研究を推進するミドルリーダーの存在が授業研究の成果と密接に関係
し、特に、授業を質的に向上させたり、学び合おうとする雰囲気を形成した
りすることにおいて重要な役割を果たしていること。 
 
分析結果をもとに、2つの仮説を析出した。 
仮説① 授業研究が組織的に実施されている学校においては、授業研究のプロ
セスにおいて発生した問題を改善する取り組みが行われ、それが教師と
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しての効力感や同僚性の形成に結び付いているのではないか。 
仮説② 授業研究が組織的に実施されている学校においては、校長や授業研究
をリードするミドルリーダーが、教師としての効力感や同僚性という推
進要因を促進する機能を果たしているのではないか。 
 
第 5 章では、第 4 章で得られた 2 つの仮説に基づき、組織的な授業研究の推
進要因を実証的に明らかにするための質的調査を実施した。 
調査は、東京都における 3つの公立小学校（T小学校：平成 23年度～25年度、
J小学校：平成 23年度～24年度、H小学校：平成 22年度～24年度）を対象に、
授業研究の推進過程において生起する問題や改善過程に着目し、組織的な授業
研究の教師側の推進要因を明らかにすることを目的に実施した。 
調査対象校は、以下の①～⑥の条件に基づいて選定した。 
① 教育課程の目標管理という立場からではなく、子どもの学習の深まりや発
達、教師の授業力量向上を目的に授業研究に取り組んでいること。 
② 年度ごとに、授業研究を中心とした校内研修の計画・組織が整えられてい
ること。 
③ 設定した１つのテーマについて複数年にわたって継続的に取り組み、公開
研究会や研究紀要の作成など、授業研究の成果を公表していること。 
④ 年間 4回以上の授業研究を実施していること。 
⑤ 授業研究においては、毎回、全教師による研究協議会を実施していること。 
⑥ 長期にわたる推進過程を研究対象とすることから、複数の教師からのイン
タビューが可能であり、かつ学習指導案や授業記録などの資料の入手が可能
であること。 
インタビューでは、次の 4 点を共通に質問し、その上で、授業研究に関する
思いやエピソードを自由に語ってもらった。 
・授業研究スタート時や研究発表会が決まった時の思い、感想 
・授業研究における管理職の存在、役割 
・授業研究を進める上でミドルリーダーとその役割 
・授業研究を進める上での困難や喜び 
インタビューを依頼する教師については、年齢や経験年数など、その学校の教
員構成上の特徴が表れるように選定し、依頼した。 
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・校長、副校長などの管理職 
・研究主任など授業研究を推進するリーダー的な教師 
・若手教師や転任して間もない教師など、フォロワーとして授業研究に参加
していた教師 
 
分析の結果、以下のことが明らかになった。 
① 組織的な授業研究の推進要因には、個々の教師の効力感の獲得と同僚性の
形成があり、そのことが実証的に確認された。 
② 研究主任などのミドルリーダーによって、教師間のコミュニケーションが
広がり、そのことが教師たちに授業研究における自己の存在感を感じさせた
り、授業研究への主体的な参加を促したりすることにつながっていることが
明らかになった。 
③ 授業研究の推進過程で生起する問題に対しては、まずはミドルリーダーが
問題状況を見極めることが必要であることが分かった。また、見極めから改
善策の検討・実施に至る過程では、複数の教師がミドルリーダーとしてリー
ダーシップを発揮し、ミドルリーダー間で相談と分担が行われていることが
認められた。 
④ 校長のリーダーシップについては、指導助言機能の面を重視する校長もい
れば、教師の学習環境の整備を重視する校長もみられ、多様であった。しか
し、教師たちの学習を保障し、子どもたちの学習の深まりや発達につながる
授業研究を推進するという観点は共通していることが分かった。 
 
終章では、第 5 章で得られた結果を教育課程経営の視点から考察し、以下の
ことを結論として導き出した(p.7図)。 
① 組織的な授業研究の推進要因は、教育課程経営の実施経営過程の中心であ
る個々の教師の効力感の獲得と同僚性の形成にあった。効力感の獲得とは、
子どもたちの学習の深まりや発達に対する喜び、自己の授業力量向上の実感
に基づくものであり、同僚性の形成とは、教師が協同的に学び合い授業研究
に取り組むことの充実感・楽しさに基づくものであった。 
② そして、これら教師の効力感の獲得と同僚性の形成には、組織的な授業研
究の推進過程において、それを下支えするというミドルリーダーと校長の役
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割がみられた。 
今後の課題として、次の 3点を示した。 
① 調査対象校を増やしていくこと。 
② 本論文で取り上げた事例校の取り組みに対するさらなる分析と追究をして
いくこと。 
③ 組織的に授業研究を進めていくための校長のリーダーシップのあり方を明
らかにしていくこと。 
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